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概要書 
 
本論文の目的は、本研究科で学んだ SAP の寄附講座である「ERP（Enterprise Resource 
Planning :以下 ERP と略称）システム実務」講座の知識を基礎に、今後ますます重要となっ
てくるであろう企業の経営意思決定に有効であると考えられる ERP パッケージのツールの
一つである BI（Business Intelligence:以下 BI と略称）ツールの有効性について、実務的・
学術的側面から検討し、この領域の研究を深化させ、実社会に有用足らんとすることである。 
 2000 年代前半にかけて多くの日本企業において ERP パッケージが本格的に導入され、
ERP がもたらす恩恵である経営情報の統一化がなされたとの報告がなされている
（SAP,2010）1。ERP パッケージの導入に際し、ERP パッケージが最も効率よく機能するた
めにビジネスプロセス・リエンジニアリング（Business Process Reengineering:以下 BPR
と略称）を行い、組織構造自体を大幅にリストラクチャリングする企業も現れ、企業によっ
ては ERP パッケージベンダやコンサルタントを巻き込んだ大規模な投資を行った。また、
ERP パッケージを通して企業内に蓄積された膨大な経営情報も、情報技術（Information 
Technology:以下 IT と略称）の発達により、大量のデータを一括にそして迅速に扱える仕組
みが作られた結果、蓄積された情報を経営意思決定に利用できることが現実的に可能になり、
有効に運用しようといった機運が高まってきた。そこで、経営者が意思決定する際の判断材
料として、蓄積された情報を経営者が知りたい内容に自由に加工、分析できるツールである
BI ツールが近年本格的に利用され始めている。 
 しかし、ERP パッケージを導入している企業でも BI ツールを使用していなかったり、使
用していたとしても BI ツールが本来持つ機能を引き出せていない企業もある。この理由は
ベンダ側、ユーザ側双方にあると考えられるが（清水,2006）、本論文では BI ツールを利用
するユーザ側の視点に立って考察する。ユーザ側の視点に立つと、まず、BI ツールを実際に
利用する利用者が、BI ツールを必要な情報に加工する際に技術的な問題を抱えている可能性
が考えられる。また、加工して抽出した情報をもとに意思決定を行う上での管理会計に関す
る能力が不足している可能性が考えられる。次に、ERP パッケージを導入し、システムが本
来予定していた通りに稼働せず、結果として BI ツールが使えないという可能性が考えられ
る。この場合、まず、ERP パッケージが効果的に稼働する条件と組織の状況とが合致しなか
                                                   
1 SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/index.epx 
2010 年 10 月 1 日アクセス 
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った可能性が考えられる。したがって、ERP パッケージが効果的に機能するといわれる組織
形態を採用しているかどうかということがひとつのチェックポイントである。一方、システ
ムの要件設定ミスといった可能性も考えられるが、本論文の目的と合致しないので本論文で
は論じない。 
 このように、本論文では利用者の能力不足が引き起こす問題と、組織構造が引き起こす問
題との大きく 2 点を取り上げ、実際にこのようなことが原因で機能していないのかどうかを
検証し、機能していない場合はその原因を分析し、解決策を提示する。 
 具体的な検証方法は事例研究およびヒアリングを中心に行っていく。本論文では、日本ト
イザらス株式会社へのヒアリングに基づいた事例研究を通して、企業内部の視点からの意見
を抽出するとともに、ERP パッケージの世界シェア第一位のベンダである SAP の BI ツール
に深く携わってこられた従業員、および豊富な ERP 導入経験を持っておられる Accenture
のコンサルタント、アビームコンサルティングのコンサルタントなど企業外部の視点からの
意見を抽出して、上記の問題点を検証する。 
 なお、本検証方法は、事例研究であるため、その企業特有に発生している現象となってし
まう可能性があることを考慮にいればければならず、必ずしも正確な検証方法とは言えない。
また導入実績のある個人に対するヒアリング調査という関係上、その方の主観が大きく入っ
てしまう部分もあり、検証の有効性は高いとは言い難い。しかしながら、可能な限り検証方
法で主観的な意見を取り除き、客観的な検証結果となるように配慮をしている。 
 そして、検証結果を踏まえ、問題点の解決策の提示を行うことで、BI ツールの有効な活用
のために必要な条件を提示する。また、現在企業で導入されている ERP パッケージだけで
なく、次世代の ERP パッケージおよび BI ツールを紹介し、企業がもはや社内システムを企
業外部に持つという新たなシステムを紹介し、それらがマネジメント・コントロール・シス
テムに与える影響を考察する。 
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第一章 ERP における BI ツールの概論 
 
第一節 ERP の歴史的変遷 
 
ERP とは、「企業の事業運営における購買、生産、販売、会計、人事など、顧客に価値を
提供する価値連鎖を構成するビジネスプロセスを部門や組織をまたがって横断的に把握して、
価値連鎖全体での経営資源の活用を最適化する計画、管理のための経営概念」のことであり
（中村・渡辺・本間・坂田・石川・細貝,2002,p.19）、これを具現化するパッケージ製品のこ
とを ERP パッケージと呼ぶ。代表的な ERP パッケージ製品には SAP R/3、Oracle 
E-Business Suite、Peoplesoft、One World、BaanERP、BPCS の 6 製品があり、これらで
世界シェアの 70％を占めている（中村・渡辺・本間・坂田・石川・細貝,2002）。日本におい
ても、SAP Business Suites(SAP ERP R/3)、COMPANY、Oracle E-Business Suite、
SuperStream、GLOVIA/SUMMIT などで日本シェアの 50％を占めている（ERP 研究推進
フォーラム,2010,p.142）。ERP パッケージは各国の商習慣の違いなどを極力均一化するよう
にシステム構築されたベストプラクティスであるものが多いが（SAP,2009）、COMPANY な
どは日本の商習慣に特化した ERP パッケージであり、2010 年の調査では、国内シェアの第
二位となっている（ERP 研究推進フォーラム,2010,p.142）。 
このように、企業の情報システムである ERP は、企業の業種・組織形態によって個別の
違いを持っているが、企業の情報の流れを整理・統合するものである点で共通する。（小樽商
科大学ビジネススクール,2007,p.27）によると、「ERP は、1951 年に世界初の商用コンピュ
ータが発表されて以来、企業の業務のコンピュータを活用しようとする動きが活発になり、
1960 年代には企業の事務作業をコンピュータによって総合的に機械化する EDPS
（Electronic Date Processing System:以下 EDPS と略称）が登場した」ことに由来するよ
うである。EDPS は事務作業の省力化、費用低減を目的に経理部門を中心として本社や営業
所などに導入されたようであるが、現在のようなオンラインシステムによって運営されてい
たわけではなく、あくまでバッチ処理（一定期間経過後に一括して処理）を行っていたよう
である。その後、オンラインシステムの発達により、1 か所のコンピュータで情報処理をす
る集中処理形式になった。EDPS は、企業におけるコンピュータ利用の基本形態を提示する
という、システムおよびそれに合わせた作業者の負担の減尐に一定の貢献をしたと考えられ
るが、あくまで作業効率の向上という作業者レベルの発想に基づいていたため、企業全体の
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利益を追求するという本来企業が追求すべき視点を欠いていた。 
そこで、「企業活動によって発生する情報を一元的に管理して経営活動を支援する MIS
（Management Information System:以下 MIS と略称）が 1960 年代後半から 1970 年代に
かけて登場した」のである（小樽商科大学ビジネススクール,2007,p.28）。MIS は、オンライ
ンシステムによりリアルタイムで情報の収集・処理を行い、データベースを構築して管理者
の日常的な意思決定に役立たせようとするものであった。ところが、管理者の業務をシステ
ムで置き換えること、すなわち、人が行う業務を機械にとって変えることはやはり不可能で
あった。とはいえ、データベース上に整理されたデータを用いて様々な報告書を作成するこ
とも可能となり、ある程度作業効率の向上に貢献したと考えられる。このように、MIS は管
理者の日常的な意思決定を対象におり、今日の BI ツールの根幹に近いものであると考えら
れ、1970 年代末頃に経営者の非定型的な意思決定を対象とした意思決定支援システム
（Decision Support System:以下 DSS と表記）が登場したことにより、これが今日の BI ツ
ールの概念になったのではないかと考えられる。ただし、当時のデータベース技術では、経
営者の不定形で多様な要求に対応することができず、概念のみが先行した。 
また、（中,1998）が指摘するように、EDPS や MIS、DSS は企業の組織階層別の業務を
合理化することを目的としていたが、情報システムを業務改革のために戦略的に活用するこ
とを目的とする戦略的情報システム（Strategic Information System:以下 SIS と略称）が
1980 年代に登場している。SIS は、競争優位を獲得するための情報システムと言われ、企業
が競争優位を獲得・維持したり、競合他社の競争力を弱めたりするための競争戦略の策定を
形成あるいは支援するためのものである。 
その後 1990 年代に入ると、従来の職能別階層組織が競争優位の獲得・維持の足枷になっ
ているとの反省から、従来の組織構造を全面的に否定して業務の流れ（ビジネスプロセス）
を、情報技術を活用して再構築する BPR の考え方が急速に広まった。BPR を導入した企業
は、職能別階層組織に比べ意思決定や行動を起こすまでに必要な承認数（工程数）が相対的
に尐なくなるため、情報の共有や意思決定及びプロセスの可視化をいかに行うかが重要とな
る。そこで、BPR に対応する情報システムとして、ERP の採用が進んだ（図表 1）。 
 
 
 
 
6 
 
図表 1 日本における ERP 導入企業の推移（ERP 推進フォーラム,2010,p.107） 
 
 
日本において ERP パッケージの導入が加速したのは、西暦 2000 年問題を直前に控えた
1990 年代の後半だと言われている。図表 1 ではその後の導入状況を時系列に示している。
2000 年問題を間近に控えていたころは、（ベリングポイント,2003a）によれば、多大な改修
費用をかけて何も機能アップできない、いわゆる Y2K 対応をするくらいなら、多尐の追加
投資をしても新しい会計システムを構築してしまったほうがメリットは大きいという判断が
働いたと考えられていたようである。しかし、初期の ERP パッケージは日本特有の商習慣
に対応できなかったり、標準画面がユーザにとってなじみにくいものであったりして評判は
悪かったようである。 
1990 年代末から 2000 年代初頭にかけて ERP を導入した企業の当初の導入目的は、業務
効率の改善とコスト削減であったが、企業に蓄積される膨大な日々の取引データを経営意思
決定の判断材料に使いたいという思いは依然高いと考えられる（図表 8 参照）。当初は、蓄
積されたデータを利用者自信が各自のパソコンに移動させ、表計算ソフトなどを使って加工
し意思決定の材料として利用していたようであるが、必要な時に必要なデータを即座に入手
できない、データを加工するには専門の知識が必要になるなどの障害があった。最も大きな
障害は、日々の取引記録を蓄積する大容量のデータ貯蔵庫の存在である。 
 企業内部の各種業務にかかわる情報システムは、連動させた方が情報の受け渡しが効率的
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に行えることは言うまでもないことである。では、なぜ今まで全社的に統合してこなかった
のであろうか。実は、これまでも全社的に開発しようと思えば統一した情報システムは技術
的に開発可能であった。しかし、これまでの大型コンピュータや大容量のデータ貯蔵庫を利
用した情報システムでは全社統一に莫大な費用がかかるため、情報システムの連動は時間的、
経済的両面でのコストの問題から実現できなかったのである。しかし、（波頭,1999,p.272）
が指摘するように、「近年、CPU やメモリーの発達によるコンピュータの小型化、高性能化、
および通信/ネットワークといった情報技術の発達により、低コストで開発可能なクライアン
ト/サーバー型のシステムが登場した。ERP パッケージは、クライアント/サーバー型のシス
テム上で稼働するパッケージソフトであり、かつそれ自体が標準化されたパッケージソフト
であるため、大型コンピュータのころには想像できない程の低コストで情報システムを開発
すること可能になった」のである。ERP パッケージは、業務分野の垣根を越えた全社統一の
情報システムを構築し、情報のリアルタイム化を図るという以前からあったアイディアを現
実化させた意味で情報システム分野での大きなイノベーションであるといえる。例えば、（ベ
リングポイント,2003b）では世界最大のスーパーマーケットチェーンであるウォルマートの
例を紹介している。同社では、「店舗の POS（Point Of Sales）レジで収集された販売情報が
90 分以内にデータウェアハウスに格納され、販売や在庫削減に利用されている。しかも、蓄
積された販売情報は 100 テラバイト以上に達していると言われている。このように 90 分以
内に全店舗の情報を収集できるネットワーク、100 テラバイトに及ぶデータ、そのような多
量のデータ解析など、以前には困難と考えられていたことが実現できるようになってきてい
る。」と述べている。現在はさらに発展したシステムが導入されているのではないだろうか。
ネットワークの普及による時間的距離の短縮、膨大なデータの蓄積、情報処理能力の飛躍的
な向上による膨大なデータを解析する処理時間の短縮など、情報技術の進化が企業経営に大
きな影響を与えるようになってきた一例であるといえる。 
では、ERP が登場するまでの企業情報システムがどのようなものであったのか、ここであ
らためて振り返る。ERP が登場する前の情報システムは業務特性に応じた設計が行われてい
たため、業務分野ごとに独自に設計されたシステムであった。また、更新や変更も業務分野
ごとに独自に行われていたため、業務分野間での互換性が低いものであった。すなわち、こ
れまでの情報システムは、業務分野内では非常に効果的かつ効率的な情報システムであった
が、受注から始まり生産、物流という一連のビジネスプロセスを考えたときには、「データや
計算プロセスおよびプロトコルの面で互換性がないため、必ずしも最適化が図られていると
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はいえない」ものであった（波頭,1999,p.272）。 
2010 年 7 月 24 日に開催された IMA 日本支部の総会においても、上記に似通った事例が
報告されている。すなわち、ある企業では自社内で使用している原価計算システムを開発し
た従業員がすでに退社しており、そのシステムを利用している従業員も自ら正しい処理をし
ているという認識はなく、過年度から継続して処理を行っているから正しいのではないか、
という認識の下で業務を行っている、という事例が報告されている。2そのような企業の経営
者はもちろん自社内のシステムを更新しなければならないことは十分に認識しているが、シ
ステムの独自性が高く、ERP パッケージのような標準化されたプログラムでは対応しきれな
い企業独自の処理が無数に発生するので、導入に際して時間的、経済的負担が高く、導入の
障害になっていると語っている。また、Accenture の講義においても、同様の事例が多数あ
る旨を聞いている。 
 
 
図表 2 財務会計プロジェクト 改革テーマの例（Accenture,2010,講義資料） 
内的要因 業務改善（効率化・標準
化・高度化） 
余計な業務、俗人的な業務を廃止することによ
り、ヒトの意思入れが必要な業務への注力、財
務会計業務全般を把握できる人材を早期に育成
することを目指す。 
グループの会計業務統一
化・シェアードサービス化 
企業ごとの特殊性が尐ない財務会計業務をグル
ープ内で一括運用することによるよる、業務改
善・コスト削減を目指す。 
経営情報の高度化 財務会計システムの統合・コード体系の統一な
ど、正確かつ迅速な情報をもとにした経営上の
意思決定が可能となる仕組みを目指す。 
コスト削減（業務コスト・
システムメンテナンスコ
スト） 
業務改善を通して、余計な業務に要していた作
業工数の削減、余分なシステム機能を廃止する
ことによるコスト削減を目指す。 
外的要因 テクノロジ・リスク対応 古い技術によって構築されたシステムを新しい
技術によって再構築 
                                                   
2 荒木の報告資料より 
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決算情報の開示 証券取引法による2008年4月からの四半期決算
義務化（45 日以内での決算情報開示、四半期ベ
ースでの決算情報開示）への対応。 
内部統制への備え 2009 年 3 月期の金融商品取引法（日本版 SOX
法）施行に伴い、財務諸表リスクを適正レベル
にまで軽減した業務、財務会計システムの構築 
国際会計基準対応 国際会計基準の任意適用（2010 年 3 月期から）、
又は強制適用（2015 年、又は 2016 年に開始と
推測）への対応 
 
 図表 2 は財務会計プロジェクトの改革テーマの例示であるが、日本原価計算研究学会で報
告されているような事例もテクノロジ・リスクとして認識されている。現在のシステムは企
業内のみならず、他社や何百という子会社とも連携しているため、旧来のシステムを改良し
ていくだけでは限界に来ている企業もある。 
 このように、企業が独自性と引き替えに汎用性を選択する理由は、標準化された商品やサ
ービスを外部のベンダから買うことによって節約できるコストが、自前の資源がもたらす差
別化の利益を上回るからであろう。（Carr,2004,p.113）は、「かつてたいていの企業は（特注
のソフトウェアではない）書き換え可能なソフトウェなどを使えないほど、自社の業務プロ
セスに独自性があることを自負した。ところが、最近の物流担当の管理職はそうではない。
独自のプロセスを使い続けるより、業界のベストプラクティスを利用したほうがはるかに有
利なことに気付き始めたのだ。」と述べている。これは、IT 技術の利用の有効性の観点から
すればやや極論であるといわざるを得ない。なぜなら、独自のプロセスはその企業が長年か
けて育ててきたものであるため、通常ならばその企業にとって最適なものとなっているはず
であり、競争力の源泉になりうると考えられるからだ。しかし、複雑なソフトウェアのアプ
リケーションであれば、市販のプリケーションを導入した方が自社でシステムを開発・保守
するよりもコストを節約できる可能性は大きい。したがって、多大なコストをかけてまで新
しいシステムを一から開発したところで、「割に合う企業はほとんどない」とも指摘している。 
 しかし、どの企業でも同じようなシステムが使われ始めたら、もっとも効率のよいシステ
ムが使われるようになるので、システムの利用による成果に差が出なくなってくる。
（Carr,2004）は、当時ハーバード・ビジネススクールの博士課程の学生だったマーク・コ
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トリーアが、ある企業を対象に ERP システム採用前後の業績調査について紹介している。
それによると、ERP パッケージを導入する前は、北米、欧州、アジアの 3 つの地域で発送ま
でにかかる時間には歴然とした差があった。具体的には、「システム導入前の四カ月前間では、
欧州の支社で 35 日、アジアの支社では 36 日しかかからなかったのに対し、北米の支社では
51 日も要していた」（Carr,2004,p.121）が、全社共通の ERP パッケージを導入した途端に、
それぞれ 29 日、27 日、28 日になっており、その一年後でも、35 日、33 日、37 日と差は広
がっていなかった。調査によれば、二年目には経営環境の違いや地域固有の状況が業務に影
響し始めたこともあり、各地域の業績にばらつきがみられるようになったようである。それ
でもシステムの採用前に比べると、所要時間の差は依然として尐なかった。これは自社内の
ことであるので、各支社にコスト削減の動機づけにつながるといった解釈もできるが、競合
企業も自社と同じパッケージを使って BPR を行えば、やはり、自社と同じような効果が生
まれ、結局は差別化に繋がることはない可能性もある。また、いずれの ERP パッケージを
提供するベンダのソフトでも機能の差はほとんどない、と言われることもある。ERP パッケ
ージソフトの大手ベンダである SAP 社、Oracle 社、ピープルソフト社、バーン社の各社も、
ERP パッケージの基本機能が同じなら、得られる効果や生じる問題も同じであった。なぜな
ら、多くの企業がそうであるように、これらのベンダもお互いの製品の特徴をすぐに複製し
あい、その市場で受け入れられる製品を生み出そうとするからである。その結果、プログラ
ムの差異はますます小さくなり、新しい世代のソフトウェアが出るたびに、プログラムの均
質化が進み、ユーザにとってどのシステムやソフトを用いても結局は競争優位とはなりえな
い状況が起こりつつあるように考える。この点、（Carr,2004,p.72）は、「1998 年には、Oracle
社のレイ・レーン社長が、『SAP とピープルソフトと当社の違いはわずか 5%だ。顧客にその
差はわからない。』と述べている。」旨を指摘している。 
このような技術的な面のみが ERP パッケージの導入を阻害している要因ではない。ERP
パッケージの導入にあたり、最も障害となっていたのが、意外にも標準画面であった。ERP
パッケージを導入する以前に各企業の部門が独自に運用していたシステムは極めてユーザフ
レンドリーな作りであった。なぜなら、自分たちが最も効果的かつ効率的に利用しやすいよ
うに徹底的に作りこまれたものであったためである。ところが、ERP パッケージのようにシ
ステムの裏で取引が動いていればよく、ただ入力できればよいといったような考えのもとで
作られたシステムは、画面自体いたってシンプルなものであり、従来通りの入力作業を行っ
てもいまいち利用者にとって自分が何をやっているのかを直感的に認識することが難しく、
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日本人には馴染まなかった（Accenture,2010）、というような利用者の心理面での障害もあ
ったようである。 
このような様々な障害を乗り越えて、ERP パッケージを無事に導入することができたとし
ても、自動的に業務の効率化や大幅な業務改善が実現するわけではない。ERP パッケージの
導入には、ERP パッケージで実現できることを踏まえベストプラクティスを参考にしながら
も、自社の競争優位性が最も発揮される業務プロセスをゼロベースで考えることが必要にな
るのである。つまり、どの業務を標準化し、どの業務を削除するのか、また、どの業務とど
の業務をどのような形で連動させるのかといった BPR パッケージを踏まえた業務プロセス
の設計が必要になるのである（波頭,2000）。 
このように、ERP パッケージの導入に際して障害があるものの、図表 1 に示されるように、
日本企業は現在においても導入を行っている。そして、ERP パッケージの拡張ソフトの一環
として、BI ツールが合わせて利用されるようになった。これは、近年の IT 技術の進化によ
り、導入コストを削減できたことが理由と考えられる。 
 
第二節 BI ツールの意義と役割 
 
ここで、議論を深めるために BI ツールを定義する。いくつかの主要なベンダおよびコン
サルティングファームの意見を要約すると、BI ツールとは、企業内外の事実に基づいた膨大
なデータについて体系的に蓄積、分類、分析、加工を行い、それによって、ビジネスにおけ
る意思決定を迅速に行うようにするといった概念のことである。特に、情報のうち、単なる
事実から構成されるものをデータといい、データを材料に特定の利用目的のために分析、加
工、意味付けしたものをインテリジェンスという。 
ERP パッケージおよび BI ツールが管理会計とどのように結びついているかを見ていく。
（中,1998）によれば、管理会計と関連する情報技術の体系は図表 3 で表すことができる。 
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図表 3 管理会計と関連する情報技術の体系（中,1998,p.155） 
 
 
 
図表 3 から、ERP パッケージは狭義の経営情報システムと一般会計システムを兼ね備え
た機能を持ち、BI ツールはエグゼクティブ情報システムとして、経営者に容易に理解されや
すい形で情報が提供されるシステムであると言える。 
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また、図表 4 は、ERP パッケージおよび BI ツールが管理会計に関する情報システムとして
どのような位置づけにあるのかを示している。ERP パッケージの特に管理会計のモジュール
に関していえば、日々の取引を記録した情報を原価計算システムで記録し、それを管理会計
情報として同時に処理することが可能であることから、図表 4 で示されている原価管理シス
テムと、管理会計情報システムとを密接に結びつけるものとしてとらえることができると考
えられる。また、必要に応じて計算される財務指標が事業部やミドルマネジメント層の業績
管理に用いられることから、業績管理システムとしても機能することは可能である。一方、
BI ツールに関して言えば、原価管理システムとして蓄積された情報をインテリジェンスの状
意
意
思
決
定
支
援
シ
ス
テ
ム 
原価管理
システム 
業 績 評 価
システム 
意思決定分析
システム 
広義の経営情報システム 
管理会計情報システム 
歴史的 将来的 
予測的 
図表 4 管理会計に関する情報システムの概念（中,1998,p.156 より加工修正） 
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態に加工し、経営者層に提供することから、意思決定分析システムおよび意思決定支援シス
テムとしてとらえることができると考えられる。 
経営者はこれらのツールを利用することで、必要なデータを依頼指示すれば、加工された
状態で各自のパソコン等に瞬時に表示させることができる。したがって、これらのインテリ
ジェンスは、意思決定に極めて有用であると一般的に言われている。しかし、その有効性に
関する検証は学術的にはなされていない。これは、BI ツールが日本企業で本格的に利用され
始めてまだ時間が浅く、研究が進んでいないことや、そもそもその有効性の測定自体が非常
に難しいものであることが理由に挙げられる。 
その中でも（Jenson & Johnson,1999）では、General Motors、Boeing、IBM、 Coca-Cola
社など多くの企業がその導入と実践に成功して恩恵を受けている、旨を報告している。 
一方、日本企業では富士通、モス・フードサービス、シャープ、住友商事が BI ツールを
経営意思決定のための補助的なツールとして利用している。特にシャープでは、事業部門が
個別に蓄積している情報を経営戦略資産として昇華させるための仕組みづくりの一環として
BI ツールを利用している（SAP,2010）。これは社長室を航空機のコックピットのようにモニ
ターを並べ、経営者が常に必要なデータを収集、分析、指示へと繋げられるようにするため
のものである。このコクピットのようなシステムを組むことで、経営者は自社で生じている
問題をいち早く察知し、対応策を検討し、実行に移せるのである（PwC,2009）。そこで、次
章では BI ツールの利用状況について誰がどのようか形で利用しているのかを見ていく。 
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第二章 BI ツールの利用状況および期待値 
 
 
前章で述べたように、日本企業においても BI ツールの利用事例は多数報告されている。 
 
 
 
3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5 は、Business Week Research Services（BWRS）が 2006 年 2 月、BI/アナリティ
クス・ツールと、それに必要なインフラストラクチャーに焦点を当て、IT の利用と価値に関
する最高経営責任者（Chief Executive Officer:以下 CEO と略称）、最高財務責任者（Chief 
Financial Officer:以下 CFO と略称）、最高執行責任者（Chief Operating Officer :以下 COO
                                                   
3ビジネス・インテリジェンスがもたらす機会  
http://www.sap.com/japan/platform/netweaver/brochures/index.epx 
2010 年 11 月 12 日アクセス 
図表 5 BI/アナリティクス機能の利用状況（BusinessWeek Research Services、「Wave 
VIII: Tighter Embrace of IT」,2006） 
2006 年 4 月より加工修正） 
 
16 
 
と略称）、最高情報責任者（Chief Information Officer:以下 CIO と略称） などの上級役員ク
ラス（C レベル・エグゼクティブ）の考えについて調査プログラムを実施したものの一部を
加筆修正したものである。この調査プログラムは、BWRS の Market Advisory Board（北
米における『Business Week 』誌と Business Week Online Web サイトの購読者 14,000 人
で構成）のうち「C チーム」と呼ばれるグループに対するオンライン調査によって行われ、
そのうち 353 人からの回答である。図表 5 は BI ツールが各機能ごとに利用されている状況
が示してある。特に今後 2 年以内に追加したい部分として、「予算管理」や、「財務予測」の
機能への投資が 25％となっており、現在の保有する機能と合わせれば 80％を超える。これ
により、多くの企業では予算管理や財務予測に IT を使用して改善を施したいという意思が
垣間見える。 
しかしながら、BI ツールを有効活用するための投資を行ったとしても、実際に使えるデー
タが出てくるとは限らない。これは、ERP パッケージを稼働させることで収集されたデータ
が、いったん基幹系のデータベースに保管され、そこからデータウェアハウスと呼ばれる場
所で必要な情報の取捨選択がなされ、情報系データベース（データマート）に移管されるこ
とによる（中村・渡辺・本間・坂田・石川・細貝,2002）。例えば売上の認識が着荷基準であ
るのか出荷基準で行うのかは国によって定める会計基準によって異なる。すなわち、データ
ウェアハウスの中には、様々なノイズが入ることになるため、データの質が落ちることもあ
りうる。そのような場合に意思決定を行えば、誤った意思決定になりかねない。 
そこで、社内外のデータを用いたデータウェアハウスの構築には通常 ETL ソフトと呼ば
れるものが用いられる。ETL ソフトは、ERP パッケージや外部データベースなどの様々な
システムから、分析に必要なデータだけを抽出（Extract）し、抽出したデータをクレンジン
グ（不具合のあるデータを修正）する。さらに、クレンジングしたデータをデータウェアハ
ウスで利用しやすい形に加工（Transform）し、対象となるデータベースに読み込ませる
（Load）といった機能を備える。ETL ソフトを活用しないと、データの質が落ちたり、デ
ータの抽出に時間がかかる。データの抽出は夜間のバッチ処理で行われる場合もある。デー
タの抽出に時間がかかると夜間だけでは終わらないことになりかねない。ETL ソフトを使う
と、スムーズにデータを抽出できるので、経営トップは前日までのデータを分析して意思決
定できるようにしている（図表 6 参照）。 
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図表 6 ERP および BI ツールの仕組み（ERP 導入・活用実践ガイド,2010,p.93） 
 
 
BI ツールを利用できる環境を整えるだけでは、データ活用はできない。大量のデータを前
に何を見てどこから着手すべきかを判断することができないからである。したがって、まず
はデータの分析手法や着眼点といった、データ活用のスキルを学ぶ必要がある。例えば、
（ERP 導入・活用実践ガイド,2010,p.93）では、流通業などでの顧客分析の手法に RFM 分
析がある旨を紹介している。これは、「Recency（いつ購買したのか）、Frequency（どのく
らいの頻度で購入したのか）、Monetary（今までの購入金額はいくらか）といった指標で、
個々の顧客が自社にとってどのような存在であるのかを分析する手法」である。これらの指
標で顧客を分類し、属性別に顧客をセグメントしたうえで、販促活動をかける。同じ顧客リ
ストに掲載されていても、『多くの商品を購入してくれる顧客』や『あまり購入してくれない
顧客』がわかるので、ダイレクトメールの発送やマーケティングに」活かすことも可能であ
ると考えられる。得意顧客だけに絞って展開すればさらなる購入に結び付くかもしれないし、
全く見込みがない顧客への販促活動をやめれば、コスト削減をすることができるであろう。
また、購買頻度が低い顧客でも、最近になって購入した顧客と、購入金額の高い顧客は、今
後は得意顧客になってくる可能性が高い。BI ツールを用いてデータ分析をすることによって、
潜在する得意顧客を見つけることもできる。つまり、カスタマーリレーションシップ・マネ
ジメント（Customer Relationship Management: 以下 CRM と略称）の考え方に繋げるこ
E
T
L
ソ
フ
ト DWH 
内部および外部シス
テムのデータベース 
小型の DWH であるデータマート
などにデータを目的別に分類 
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とができるといえる。CRM とは、情報システムを応用して企業が顧客と長期的な関係を築
く手法のこと。詳細な顧客データベースを元に、商品の売買から保守サービス、問い合わせ
やクレームへの対応など、個々の顧客とのすべてのやり取りを一貫して管理することにより
実現するものである。顧客のニーズにきめ細かく対応することで、顧客の利便性と満足度を
高め、顧客を常連客として囲い込んで収益率の極大化をはかることを目的としている
（Accenture,2009）。 
CRM を有効に機能させるためには、マーケットセグメンテーションを行い、そのセグメ
ント単位での顧客（経営）情報を入手することによって、潜在的な優良顧客を認識する。そ
して、顧客情報を活用して、顧客を満足させ、優良顧客となってもらえるような効果的な方
策を実行し、その優良顧客を維持するために、マーケットセグメンテーションの定期的モニ
ターと顧客との関係保持と継続的なフィードバックが必要となる。そこで、自社の売上が増
える先行指標となるような KPI を見つけ、BI ツールを用いてそれを経営者に提供すれば、
経営者は最適な意思決定を下すことができるはずである。顧客のニーズを把握し、かつその
検証・維持のために顧客（経営）情報が活用されるのである（ベリングポイント, 2005）。こ
れらの情報は、顧客の年齢、性別などの個人情報に加え、購入サイクル、購買製品と関連製
品の同時購入の有無、アンケート、天気などフルに活用される。価格戦略や商品の種類を増
やすことによって売上高増加を図るといった、従来型の商品・製品指向のマネジメントでは
近年の競争に勝てないため、このような手法が用いられている。 
例えば、図表 7 のように、通常組織の中でも各階層に与えられる役割に応じて見るべき指
標は異なってくる。そこで BI ツールを使って、多様な切り口でも瞬時に対応できるように
することが可能である。図表 5 でも挙げているように、BI ツールは特に財務指標に対して威
力を発揮するものである。KPI は各マネジメント層の役割に応じて設定されるものであり、
経営者層は成果を示す財務指標、現場担当者層では活動の進捗を示す非財務指標をそれぞれ
用いて管理するケースが多いが、従来の業績評価管理の枞組みでは両指標間の関係が不明確
であった。それぞれの業績評価指標のベクトルは一致していなければならないのであるが、
現場における活動が最終的な成果に結びついているのかが明確でない場合も多く、その指標
自体から問題点が浮き彫りにならず、なかなかアクションに直結しなかった。つまり、指標
が悪い数値を示した場合に、何が問題でその数値が出てきたのかが指標そのものからは分か
らないため、改善するためにはどのような対策を打てば良いのかもわからないのである。 
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図表 7 BI ツール利用者別の管理指標例（アビームコンサルティング,2010,講義資料より加筆
修正） 
4 
 
では、ERP パッケージおよび BI ツールを最も利用しているのは誰なのか。（横田,2006）
によれば、ERP パッケージを最も直接的に利用している人は執行役員（取締役でない業務最
高責任者）で 26.8％であり、次いで特にいないが 22.0％となっている。そして、経営企画担
当責任者の活用方法は部下に定性的な情報を作成させるが 41.5％であり、部下に必要なつど
                                                   
4 FI とは SAP の ERP パッケージモジュールの名前の一つであり、財務会計機能を表す。 
経 営 者
層 
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BI 
 管理指標 表現方法 切り口 
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つ中長期の戦略目標と
なる指標） 
瞬時の判断のた
め指標数値のグ
ラフ化など 
見方が限られ、切り
口はある程度固定
的 
管理者層 売上高利益率、資本回
転率等（経営者層の管
理指標の構成要素とな
るもの） 
表形式のような
単純なもの 
結果の原因分析が
強く求められるた
め、切り口は多様 
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情報を引き出させるが 26.8％となっている。さらに、経営企画担当責任者が端末で ERP パ
ッケージを利用する頻度は、活用なしが 24.4％で最も大きく、次いで、月 1、週 1 が 19.5％
となっており、毎日は 14.6％となっている。このような状況から推察するに、経営者は日々
モニタリングするということはあまりせず、必要なデータは経営企画の従業員に提出を命じ、
それを基に意思決定を行っているようである。 
しかし、想定利用者である経営者が直接利用していないとはいえ、BI ツールなどの情報分
析技術に対するニーズは依然として高い。 
図表 8 では、全社情報システムの統合と情報共有、経営情報のリアルタイムあるいは迅速
な把握に 38.0%という高い期待を示している。このことから、想定利用者である経営者は BI
ツールを用いて意思決定を行うことを望んでいるが、直接的な利用をするのではなく、必要
とする情報は経営企画室などを通して、入手しているという現状があるように考えられる。 
これより、BI ツールが日本企業で有効に活用されるにはどうすればよいのか。何が阻害要
因となるのかを考える必要があると考えられるので、次章において具体的に検討していく。 
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図表 8 経営課題を実現するための IT システムの重点項目（ERP 推進研究フォーラム,2010,p.23）
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第三章 BI ツールの利用のされ方に関する問題 
  
 前章で述べたように、BI ツールが日本企業で経営意思決定の判断サポートとして直接的に
利用されていることが尐ない。その理由は以下マネジメント・コントロール・システムと、
利用者の能力の 2 点にあると考える。 
 
第一節 マネジメント・コントロール・システム（組織構造）の問題  
 
先述したように、多くの日本企業では、本来想定されている利用対象者である経営者が BI
ツールの活用を行っているわけではない。これは企業において、BI ツールを利用することが
できないような組織構造上の問題、すなわちマネジメント・コントロール・システムに問題
があるのではないかと考えられる。 
マネジメント・コントロールの概念を最初に確立したのは 1965 年に Anthony が著した
Planning and Control Systems: A Framework for Analysis による。そこでは、戦略的計画、
マネジメント・コントロール、オペレーショナル・コントロールという 3 つの枞組みを提示
した。しかし、時代の変遷による企業経営環境が変化したことにより、Anthony はこの枞組
みを変化させている。マネジメント・コントロール論を展開したのは Anthony に始まり、
Merchant、Govindarajan など多数存在するが、中でも Simons が提唱した信条のシステム、
事業倫理境界システム、診断型のコントロール・システム、対話型のコントロール・システ
ムの 4 つの枞組みは、マネジメント・コントロール論の発展に大きく寄与し、特に、対話型
のコントロールシステムは、BI ツールと親和性の高いものであると考える。そこで、筆者は
Simons に依拠して以下議論を展開していく。 
Simons は、マネジメント・コントロールを「情報を活用したシステム」としてとらえ、「マ
ネジャーが組織活動でのパターンを選択したり、保持したりするため情報を利用する公式化
された定型的な仕事と手続き」（Simons,1998,p.37）と定義している。そして、情報をベー
スとするシステムが、組織活動に何らかのパターンを維持したり、変化させたりする目的で
活用されるとき、それは「マネジメント・コントロール・システム」となる、とも述べてい
る。すなわち、「情報を活用したシステム」であると考えられる ERP（横田,2005）を用いて
蓄積された情報を、BI ツールを利用して意思決定に役立つように分析、加工を行うことは、
組織活動に何らかのパターンを維持したり、変化させたりする目的で活用されるときに「マ
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ネジメント・コントロール・システム」となる、という Simons の定義と一致すると考えら
れる。 
 したがって、BI ツールの適切な利用はマネジメント・コントロール・システムが健全に機
能する一つの指針となると考えられる。しかしながら、多くの日本企業で BI ツールなどの
情報分析ツールのシステム化に遅れが見られる（図表 9）。 
 
図表 9 BI システム化への取り組み状況（ERP 研究推進フォーラム,2010,p.79） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2010 年に ERP 推進研究フォーラムが行った調査によると、経営課題を実現するための IT
システムの重点項目として、37.8％が全社情報システムの統合と情報共有および経営情報の
リアルタイムあるいは迅速な把握を企業が求めていることが判明した（図表 8 参照）。しか
し、図表 9 で見てとれるような現状を踏まえると、導入を阻害する要因がいくつかあるよう
に考えられる。 
ひとつはコストの問題であろう。どのファンクションの BI ツールを導入するか、導入に
際し外部のコンサルタントを巻き込むか、導入と同時に BI ツールがうまく機能するような
組織改革を行うか、といったことを考慮すると通常莫大な投資額になるであろうし、導入後
の維持・メンテナンスコストを考えると導入に二の足を踏むといったことも十分考えられる。
図表 10 からもERP パッケージに対する投資額が決して低いものではないことがうかがえる。
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なお、図表 9 の EPM とは Enterprise Performance Management の略称であり、企業内の
データを統合・監視して、企業全体の業績向上を図るためのプロセスや方法論などの総合的
な概念をあらわすものである。5 
 
図表 10  ERP 投資額（ERP 研究推進フォーラム,2010,p.8,14 から作成） 
 
 
もうひとつは、組織構造にある。ERP パッケージは各職能が行う個別取引情報を集約し、
誰もが与えられた権限の範囲内の情報をリアルタイムで閲覧可能にするものであるので、職
能ごとに相互に情報のやり取り可能になり、また、特定の情報に対しては直属以外の上司と
のやり取りを簡単に行える下地を作る。したがって、ERP パッケージ導入前の日本企業に多
いと言われる職能別組織では、REP パッケージを導入し、蓄積された情報を有効活用できる
BI ツールを導入するために、組織改革と併せて導入作業を行わなければならないことから、
かなり大規模な構造改革となる。そして、組織の規模が大きくなればなるほど企業内からの
反発を生み、改革が頓挫する可能性は高まる（三枝,2001）。 
                                                   
5 EPM 
http://www.tableausoftware.jp/keywords/epm.html 
2010 年 11 月 13 日アクセス 
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また、無事に導入が完了し運用が始まったとしても、実際に利用するかどうかはわからな
い。なぜなら、利用できる情報と利用できない情報とがあるからである。意思決定に利用で
きる情報は当然利用すべきであるが、利用により起こした行動で、誰がどこまでの責任を負
うのかは曖昧になりかねない。利用に対する権限と責任の範囲が明確に定められていない可
能性があるからである。またそもそも抽出した情報が利用できない可能性も考えられる。こ
れは、経営者がほしい情報はその時々によって様々であり、経営者の要望を満たす要件設定
が事前に行われなかったことに由来するものと考えられる。（清水,2006）によれば、ユーザ
が取り組むべきこととして、要件定義およびシステムの仕様の定義をベンダと共同で行い、
IT に対して行わせたい事はユーザの言葉で明確にするべきであり、期待していた情報が出て
こないのはユーザとベンダとの事前の詰めの作業が甘いことに起因すると考えられる。しか
し、本論文では BI の有効性という導入後の事後的な評価ついての考察を主に扱っていくた
め、導入前の要件設定などから起因する問題については考察しない。 
したがって、組織形態および、利用権限と責任に関して ERP と BI の利用に問題があるの
ではないかと考え、こちらを考察する。 
 
第二節 利用者の能力の問題 
 
 一方で、利用している本人にも問題があるのではないかと考えられる。（横田,2006）によ
れば、日本企業の利用者の多くは総合企画部など経営者への資料を作成する人間であり、欧
米企業に比べ経営者が直接利用する機会が尐ないということが述べられている。確かに、経
営者が自ら情報の加工作業を行う必然性や時間などないのかもしれない。そのような時間の
使い方をするのであれば、経営者の本来の業務である全社戦略や事業戦略の構築への時間に
充てる方が将来の業績向上を見込めるのかもしれない。（Simons,1995）も、重要業績変数
（Critical Performance Variables:以下 KPI と略称）を達成するうえで、よくも悪くも予
期せぬ機会や脅威を利用するために、戦略をどのように整合させるかを問い続け、組織全体
を活性化させるのが経営幹部の役割であると述べている。しかし、情報を様々な切り口で見
ることが可能な BI ツールは、全社戦略や事業戦略を考える上で強力にサポートできるもの
であると考えられる。経営者自らが使うことで、自ら重要と考える KPI と、企業の戦略に沿
って定められた KPI とを常にリアルタイムでモニタリングできる。それにもかかわらず経営
者が BI ツールを使わない、ないし、使いこなせないということが仮に現状としてあるとす
26 
 
るならば、何が阻害要因となっているのか、成功要因や促進要因の抽出を第四章を通じて考
えていく。 
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第四章 事例研究 
 
第一節 日本トイザらス株式会社 
 
本節は、2010 年 11 月 6 日に日本トイザらス株式会社代表取締役副社長 兼 最高財務責任
者(CFO)であられる（本論文執筆時点）石橋善一郎氏に対して行ったヒアリング調査を中心
にして記載していくが、適宜必要と判断する個所においては筆者が図表の挿入などを行って
いる。 
 
第一項 日本トイザらス概要 
  
 まず、日本トイザらス株式会社は、1989 年に米国トイザラス社と日本マクドナルド社の
合弁により日本トイザらス株式会社として設立され、0 歳～15 歳をターゲットにした玩具・
子供用品を総合的に扱うトイザらスと、0 歳（マタニティー）～3 歳までの赤ちゃんがいる
顧客をターゲットにしたベビー専門のベビーザらスを事業の中心としている。2010 年 10 月
現在 店舗数はトイザらスが 111 店舗、ベビーザらスが 18 店舗、併設店が 39 店舗となって
いる。またどちらもオンラインでの販売も行っている。2009 年度の玩具市場の市場規模は店
頭価格ベースで 6,494 億円6であり、日本トイザらスの売上高は 1,760 億円（見込みベース）
であることから、市場シェアは約 27％となっている。そして、トイザらスの組織図は図表
11 のようになっており、いわゆる事業部制組織を採用している。組織図を見る限り、マネジ
メント層であるCEOとCFOが全事業部をくまなくモニタリングできる組織形態となってい
る。 
 
 
 
 
 
                                                   
6社団法人日本玩具協会調べ 
http://www.toys.or.jp/sijyoukibo_data.htm 
2010 年 11 月 12 日アクセス 
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図表 11 日本トイザらス株式会社組織図7 
 
 
 
 図表 11 では一見職能別組織のように見えるが、トイザらス、ベビーザらスという 2
つの事業部に対して商品発注や、店舗運営、配送などを行っているため、会計や IT など
組織のインフラとなりうる部分を除いては、実質的に事業部制組織となっている。 
                                                   
7 日本トイザらス株式会社ホームページより作成 
http://www2.toysrus.co.jp/truj/company/org.html 
2010 年 11 月 27 日アクセス 
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第二項 ERP パッケージおよび BI ツールの概要 
 
日本トイザらス株式会社では、財務会計および管理会計の領域において Oracle 社の ERP
パッケージを導入している。これはいわゆる経理業務を ERP パッケージを使って標準化し
ているということである。すなわち、購買、発注、生産、販売の一連の業務プロセスの中の
経理業務を ERP システム上でつなぎあわせ、各セクションで入力されたデータを全社で共
有し、階級ごとのアクセス権限に応じて、リアルタイムで取引データを閲覧することができ
るようにしているのである。 
 
図表 12 財務会計システム構築手段としての ERP（Accenture,2009,講義資料） 
 
 
 図表 12 では ERP パッケージを導入すべき領域と、業務特性から専門的ツールを用いるべ
き領域とをわけて考えるべき旨を表している。日本トイザらスの場合、会計モジュールを
ERP パッケージを使って標準化することで、予算編成スピードの向上につながることにも成
功している。ここでの成功とは、主に作業効率の向上を指している。ERP パッケージの導入
により、約 170 ある店舗の予算編成が表計算ソフトを使って行っていた場合に比べ、工数の
削減等により、効率的に行うことができるようになったと石橋氏は述べている。一般的に、
年度予算の編成には半年近くかかることもあり、予算編成業務が通常業務に支障をきたすこ
システム構築手段
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ともある。また、予算の目標値が個人の業績評価指標として紐づけられている場合、設定さ
れる数値が本来達成可能であると思われる数値より低く設定されるという、いわゆる予算ゲ
ームが起こる場合もある。さらに、作成した予算目標数値を未達であったとしても、結局は
期末に差異分析を行い、差異の原因追究について曖昧になる場合もあり、時間をかけて編成
したものに本当に意味があるのだろうかといった議論もある。このような予算編成に多大な
時間や労力がかかることに対する問題を、ERP パッケージの導入により軽減することに成功
している。しかしながら、日本トイザらス株式会社が ERP パッケージを導入した直接的
な目的は、予算編成に関する恩恵を受けるためではない。それは、小売業ひいてはどの企業
にもあてはまるが、機会原価を削減することと、不稼働在庫を減らすことである。（岡本・廣
本・尾畑・挽,2008,p.183）によると、「機会原価とは、犠牲にされる経済的資源を他の代替
的用途に振り向けたならば得られるであろう最大の利益額」である。ここでは、店舗の商品
棚に商品が置いてあれば顧客が購入し売上の増加につながったであろうが、実際には商品が
在庫切れで陳列されておらず、顧客が購入できなかったため売上の増加につながらなかった
という意味である。一方、不稼働在庫とは、企業が仕入を行い、商品を売り場に陳列しては
いるものの、購入されないもの、ないし、倉庫に保管され続けるものをいう。機会原価を削
減することで、顧客がほしいときにほしい商品を提供でき、購買意欲を満たすことにつなが
ると考えられる。これは、商品を購入した顧客が購入動機に変化がないという前提に立てば、
次回も同店舗ないし、同系列の店舗で購入しようというインセンティブにつながり、将来の
収益獲得に貢献する。また、不稼働在庫は長期間倉庫内で保存することによる破損や品質低
下などの減耗により、当初予定していた販売価額で販売することが困難になるどころか、販
売不能と判断されたものは、廃棄処分しなければならず、仕入価額分の損失を被ることにな
る。これらの費用が売上に占める割合は決して低くなく、いかに管理するかを考えなければ
ならない。 
 したがって、このように小売業においては、一般的な売上の増加や利益率の追求といった
目標も大切ではあるが、機会原価の削減や不稼働在庫を減らすことも極めて重要な経営課題
であり、達成しなければならない目標である。そのため在庫を管理する効率的な方法として
日本トイザらス株式会社では様々な ERP パッケージの中から Oracle 社の ERP パッケージ
を用いるようになった。従来の在庫管理システムに加え、ERP パッケージを導入したことに
より、店舗ごとに加え、全社レベルで各店舗の在庫管理を行うことが可能になった。これに
より、どの商品が、いつ、どれだけ売れたのかを全社レベルでリアルタイムに把握すること
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ができるようになり、どの商品をどのタイミングで発注すれば発注コストや物流コストを最
小化できるか把握しやすくなり、発注コストの削減や、機会原価の減尐、不稼働在庫の削減
に貢献している。そして、この意思決定を補助するのが、BI ツールである。日々の取引デー
タをデータウェアハウスに落とし込み、そこから意思決定に必要なデータのみを加工して抽
出する。日本トイザらス株式会社の場合、1 年間を 48 週にわけ、週ごとで業績管理を行って
いる。過年度の同月同日は何曜日であったか、その時どういった広告を新聞に折り込んでい
たか、天候はどうだったか、競合の広告はどんなものを出していたか、などまでデータを取
り込み、本年度同月同日の需要予測に反映させることで、出来る限り需要と供給に誤差の出
ないような発注の仕方や販売の仕方を組み上げ、上記の目標を達成しようとしている。BI
ツールを使うことで、このようなレポ―ティングが容易になった。実績値が設定時に決めた
基準値を満たさない、ないし超えた場合、ERP システム上でフラグが立ち、そのフラグに対
応するセクションの利用者が問題解決に努めるようになっている。このようなシステムと同
様なシステムをコンビニエンスストア業界最大手の株式会社セブン-イレブン・ジャパンも導
入している。各店舗が商品を発注するタイミングは商品にもよるが 1 日 3 回ある。発注担当
者は前日の各商品の売上状況、すなわち商品が売れた時間帯、購入客層、天候、店舗周辺イ
ベント開催有無の確認、前日、先週の販売状況の比較などを行って、翌日分の発注数量を確
定する。様々な情報を把握することで、商品棚に陳列されている商品が在庫切れを起こさな
いが、賞味期限切れによる廃棄処理の削減を目指すのである。また、そのエリアでは、過去
の販売実績に基づいて、将来販売が見込まれる商品の量を予測して在庫として保有し、各店
舗へ配送されるのである。 
 
第三項 BI ツールを利用したレポーティング作成者およびその利用者 
 
 前項で述べたとおり、日本トイザらス株式会社ではレポーティングツールとして BI ツー
ルを利用している。では誰に対してレポーティングを行っているのか。これは大きく 2 つに
分けることができる。ひとつは取締役会の定例会議用に作成されるものであり、各店舗の詳
細な分析データというよりは、全社的に重要と考える KPI や事業別の KPI と定性的な情報
である。そしてもうひとつは、全従業員が共有できるためのもので、達成すべき目標数値が
織り込まれているものである。BI ツールを活用する上で、日本トイザらス株式会社ではどち
らかというと後者のほうがより重要であると考えているようである。BI ツールの本来の役割
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は、前述したとおり経営者の意思決定をサポートする情報提供である。全従業員が企業全体
の目標を達成するために、個別に与えられた目標を達成する。そしてその達成状況を常に確
認することで、業績管理はもちろんのこと、モチベーションの管理や、何を達成しなければ
ならず、そのためにはどのような行動を取るべきなのかということを従業員一人一人が考え
実行に移すサポートツールとして BI ツールを使っているか、使いたいという思いがあるの
ではないかと考える。これは、Simons が提唱するような診断型統制システムの一部を担う
ものであるとも考えられる。つまり、経営者が従業員に対し自社の戦略をうまく伝達し統制
するために重要な業績変数（KPI にあたるものなど）を使って、戦略がうまく伝達されてい
るかをモニターするシステムとして、BI ツールが使われていると考えられる（図表 13 参照）。  
 
図表 13 戦略と診断型統制システムの関係（Simons,2003,p.263 より加筆修正） 
 
  
 したがって、彼らの個別の財務指標、非財務指標を可視化してその達成を動機づけるため
事業戦略 
重要業績変数（KPI など） 
目標（財務指標、非財務指標） 
インプット プロセス アウトプット 
BI ツール 
BI ツール 
ERP パッケージ 
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のレポーティングに対して BI ツールが本来使用されるべきであるが、現実には従業員個別
レベルにまでは落とし込めていない。売り場の従業員に与えられるのはおおまかな売上高な
どの目標数値であり、BI ツールを使って導き出されるようなものではない。作成されるレポ
ーティングはあくまで店舗ごとのレベルであり、店舗マネジャーが自店舗の目標値を達成す
るために何が売れていて、何が売れていないのか、各製品の在庫数や販売実績は目標値とど
の程度乖離しているかといったことを 1 週間を目安に絶えず実績値と比較することで、修正
行動をとっている。この行動の過程で、売り場の販売員に対して個別に指示を出したり、各
販売員も自らの担当する売り場の業績を日々チェックすることで、自らに課せられた目標値
を達成しようと努める。このように、店舗レベルの個別の従業員に課せられた目標値を集約
したものがその店舗の目標値となり、店舗の合計目標値が部門の目標値となるようである。
それゆえ、売り場の従業員レベルにおいては、従来からのシステムを引き続き使用すること
で、従業員の行動管理を行うことで十分なようである。こういったレポーティングがオペレ
ーションの一つとして行われることで、事業経営を効果的かつ効率的に実行に移せるように
していると考えられる。ここでいうオペレーションとは、企業経営および事業経営をサポー
トする間接業務を意味する。さらに企業経営は組織全般にわたる連結管理やコンプライアン
ス、資金調達といったいわゆる企業経営と、トイザらスやベビーザらスといった事業ごとに
経営権のある組織構造を持つ事業経営とに分けることができる（Accenture,2010）。 
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図表 14 ハイパフォーマンス企業活動（Accenture,2010,講義資料より一部修正）
 
 
 図表 14 から、日本トイザらス株式会社では事業経営をサポートするハイパフォーマンス
オペレーションとして、ERP パッケージや BI ツールを利用していると言える。もちろん、
レポーティングという形を通して、事業経営にのみならず、業務意思決定材料として企業経
営にも活かされている。 
 では、このようなレポーティングは誰が作成しているのであろうか。財務指標として多く
の企業で用いられている売上高などについては、過年度の売上実績やそれに紐づいた費用面、
予実分析の差異の発生原因特定などに基づいて作成された予算目標値を会計期首までに作成
する。日本トイザらス株式会社では、主に財務・経理部と経営管理部から数人が集まって各
事業部別予算を作成している。その際、ERP パッケージにより蓄積されたデータを BI ツー
ルなどを用いて分析し、次年度の目標値の作成に一部使用される。しかし、石橋氏によれば
財務会計モジュールの BI ツールを使うだけでは意味がなく、管理会計や購買、発注、物流
などの各モジュールが組み合わさることで、製品の発注、納入、販売などのサプライチェー
ンが可視化され、価格決定やサプライチェーン・マネジメント（Supply Chain Management:
以下 SCM と略称）など、人間の判断力のみでは確信を持てない部分を IT を使って計算を行
うとしている。したがって、誰が見て、どんな判断を下すかに合わせてそのために必要な要
事業経営 
トイザらス 
 
ハイパフォーマンスオペレーション 
・支援機能（総務・人事・経理・IT など）の提供 
企業経営 
ベビーザらス 
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件を洗い出し、優先順位をつけて各利用者へ加工された数字が渡るのである。一方、日々の
レポーティングに関しては、当初定めた要件に基づいて算出された数字が各従業員レベルで
共有されるので、経営環境の著しい変化など、目標値として機能しなくなるような現象が起
こらない限り、毎期変更されるものではないように思われる。このように、組織全般にかか
わる予算といういわゆる資源配分機能を企業経営で実行し、各事業の現場部分にまで落とし
こむことで、全社目標を達成しようとしている。 
 
図表 15 経営管理情報（ベリングポイント,2005,p.219） 
 
 
図表 15 では、PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルをまわすために、ERP システム
および BI ツールがどのような役割を果たしているかを示している。すなわち、情報蓄積シ
ステムとして ERP システムおよびデータウェアハウスが機能し、そこから分析システムと
して BI ツールを使うことで、予算編成（Plan）が行われる。実際に日々の活動を行う（Do）
なかで、予算上の目標値と実績値とを比較する（Check）。日本トイザらスの場合は、日時管
理をもちろんしているが、業績管理に関しては週を管理単位として使っている。このような
モニタリングシステムは ERP システムが担当し、BI ツールが目標値を算出し、改善行動の
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ための予測モデルを作成する（Action）。ERP システムおよび BI ツールを使うことで、企業
の戦略を従業員レベルにまで落とし込みやすくさせると同時に、PDCA の回転速度を高める
ことができるようになる。図表 16 は企業の活動場所の拡大とそれを推し進めるうえでの
PDCA の流れを表している。 
 
図表 16 経営管理の PDCA の在り方（ベリンポイント，2005,p.8 より一部加筆修正） 
 
 
図表 16 の横軸は、企業活動が国内から海外へとシフトしていく中で、企業の PDCA
が一回転する速度も遅くなることを表している。そして縦軸は、企業活動が大きくなる
中で、全社的な目標を達成するために各地域で PDCA がおこなわれることにより、一体
的な推進力が生まれることを表している。つまり、全社目標を達成するために、各地域
に存在する支社、その中の部署へと全社目標と整合性のある目標を落とし込むうえで、
一
体
的
な
推
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力 
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財務目標、日財務目標を提示（Plan）し、行動（Do）の達成具合を監視（Check）する
ために ERP パッケージや BI ツールが有効に機能するものと考えられる。そしてあらた
な是正装置（Action）がとられるという一連の流れを加速させることに役立つものであ
ると考える。 
このような使われ方の一例として予算編成がある。しかしながら、予算編成（Plan）が一
大イベントになっている企業もある。ある企業では、11 月に年度予算の策定を開始し、翌年
の 3 月まで延々と 5 ヶ月間も予算編成を行っている。これは、予算編成そのものが目的化し
ているからである（ベリングポイント,2003a）。また、「原価計算基準」によると、予算管理
とは、1 年間ないし半年と言った予算期間における企業の各業務分野の具体的計画を貨幣的
に表示し、これを総合編成したものであり、予算期間における企業の利益目標を指示し、各
業務分野の諸活動を調整し、企業全般にわたる総合的管理の仕組みを指すが、製品ライフサ
イクルの短縮化に代表されるように、企業環境の変化のスピードが非常に早くなってきてお
り、予算が経営の規範としての機能を維持するためには、1 年間ないし半年といった予算期
間が適合しなくなってきているとも言われており、予算業務の高速化がどの企業でも図られ
ていることを PwC の講義において聴いた。 
さらに、筆者が 2010 年 11 月 23 日に東証一部上場企業の精密機器メーカーである A 社の
経理部の方に行ったヒアリングにおいても、年度予算の編成に関して 4 カ月から 5 カ月ほど
時間をかけているとのことであった。しかも、A 社では ERP パッケージや BI ツールを使っ
ているわけではなく、表計算ソフトを用いて編成業務行っているようであるが、PDCA の最
初の一歩である P の部分に時間がかかってしまうのであるから、図表 15 および図表 16 で示
したような効果的な流れが今一歩作れていないように思われる。予算編成すべき項目は、実
績管理の対象と対になっていなければならない。表計算ソフトだけでは、集計結果を随時確
認することは難しいので、やはりシステムおよびソフトウェアの支援が必要である。 
 以上の点から、日本トイザらス株式会社においては、尐なくとも日々の業務の中で絶えず
実績値と目標値を比べて活動を修正していく行動を ERP パッケージや、BI ツールを補助的
に利用することによって、達成しているといえるのではないかと考える。しかしながら、そ
の際の KPI としては企業全体の収益を把握するために有用な売上高といったような「大きな」
指標にならざるを得ない。 
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第五章 仮説検証 
 
本章では、前章での事例研究をもとに、第三章で立てた仮説の検証を行う。なお、検証に
際しては、企業固有のものとならないように、ERP パッケージベンダの意見、導入コンサル
タントの意見、そして ERP パッケージを利用するユーザの意見それぞれを抽出し、客観性
を高めた上で結論付ける。 
 
第一節 マネジメント・コントロール・システム（組織構造）の問題  
 
第 4 章において、日本トイザらス株式会社の事例を見た。ERP システムおよび BI ツール
が機能しやすい組織は事業部制組織であるという意見もあるが、Accenture の ERP 導入プ
ロジェクトの経験があるコンサルタントによると、必ずしもそうではない。企業がどのよう
な組織形態を採っていようとも、ERP パッケージを導入するに当たり、組織形態を ERP シ
ステムが動きやすいように変革させる、すなわち BPR を行うからである。事実、（横田,2005）
の研究によると、ERP パッケージの導入目的のうち、BPR を目的として行った企業は全体
の 42%に及ぶ（図表 17 参照）。すなわち、各モジュールの業務効率改善のための ERP パッ
ケージの使用に合わせて、旧態の組織形態をグローバルスタンダードの状態にまで高め、組
織全体の業務効率を高めようとしていることがうかがえる。しかし、（ベリングポイン
ト,2003b）では、実際に BPR に成功した企業は数えるほどしかない。企業によっては「BPR」
や「リエンジニアリング」が禁句になっており、ERP パッケージソフトウェアを導入するこ
とが目的となり、企業革新を実現できない企業も尐なくない。ERP パッケージソフトウェア
はツールであり、ツールを活用するためには、ビジョンとそれを実現するための戦略や BPR
が必要である、とも述べられている。 
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図表 17 ERP 導入目的の内訳（横田,2005 より一部加筆修正） 
 
BPR を通して、組織の指揮系統の変更や、閲覧者を権限に合わせてアクセス権限を設定す
ることで、コンプライアンスや内部統制に対応した形にしているのである。日本トイザらス
株式会社においても、職能別組織を採用しているのではなく、事業部制組織を採用している。
ERP パッケージの利用は会計の領域に限っているので、全社的な BPR を行っているわけで
はないが、経理部門および財務部門の組織構造を ERP パッケージが機能しやすいように変
革を行ったようである。 
 
 
 
 
 
構成比 企業数
ビジネスプロセスの変革に利用 78.0% 32
業界標準として当然 14.6% 6
トップが利用したいと希望 19.5% 8
回答企業数 100.00% 41
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図表 18 組織の特性（清水,2003,p.39 より一部加筆修正） 
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図表 18 は各組織が持つ特徴を表したものである。各組織単位の大きさによって、それぞ
れが持つ投資権限および責任に合わせて、活動を評価するために参照する財務指標やそのた
めに必要な財務諸表の数や有無が異なっていることが分かる。この表を見る限り、ERP パッ
ケージを導入するような組織は機能別組織（職能別祖組織）ではなく、それよりも大きな組
織形態を採用しているのではないだろうか。なぜなら、ERP パッケージを利用することで、
部門ごとの業績や作業の進捗状況などを瞬時に把握することが可能であるので、より部門に
対する責任追及がしやすくなるからである。そうであるためには、部門ごとに業績を評価す
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るために部門別財務指標を通常持ち合わせていない職能別組織では、ERP パッケージを導入
するメリットは減尐し、導入する際に BPR を行うということにもつながる。しかしながら、
職能別組織であっても、ERP パッケージの中で、職能ごとに業績評価できるような指標を見
られるような設定をすればよいだけであるので、多くの企業が BPR を行うという意味は、
単に ERP パッケージが稼働できるような仕組みに組織を作りかえるということでしかなく、
ERP パッケージの導入目的のうち 42％の企業は導入前の組織形態は事業を行う中で最適で
はないと判断したからこそ、企業のベストプラクティスを模倣して作製された ERP パッケ
ージを導入したのではないか。しかし、ベストプラクティスを手に入れたからといって、業
界標準の企業になれるかといえば必ずしもそうではない。なぜなら、それはその企業の製品
の魅力度がその企業が活動する業界の標準以下であるからかもしれないし、販売店舗の位置
が悪いのかもしれないなど、理由は無数にあるからである。日本トイザらス株式会社が、会
計の領域のみに ERP パッケージを適用し、比較的カスタマイズしやすいと言われる Oracle
社の ERP パッケージを導入することで、自社にとってのベストプラクティスを生み出した
ことが、予算編成時間の削減などにつながった一因ではないかと考える。つまり、業界のベ
ストプラクティスを導入し、それをさらに自社にとって最も効率的な状態にカスタマイズす
ることで、最も高いパフォーマンスを発揮できていると考えられる。 
また、図表 19 では IT 投資立案方針に BPR がどれほど考えられているかを表したもので
ある。図表を見る限り、全体的に BPR を考慮に入れている企業は 60％前半に及ぶ。業種別
ではサービス業・その他のうち 80％に近い企業が IT 投資の際に BPR を検討している。売
上高別にみると、3,000 億円を超える企業が、投資の際に BPR もあわせて検討している割合
が最も大きい。これは、IT という企業の情報の流れを支えるシステムの変更は全社に与える
影響が大きいからではないかと考えられる。 
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図表 19 IT 投資の立案方針および事後評価（BPR との一体性） （ERP 研究推進フォーラ
ム,2010,p.29） 
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では BI ツールに関してはどうであろうか。日本トイザらス株式会社は BI ツールに関して
は ERP パッケージソフトと同一ベンダのものを使用しているわけではない。通常、同一ベ
ンダであったほうが、ソフト間での不具合が起こりにくいと考えられるが、石橋氏は必ずし
もERP パッケージと同一ベンダの BI ツールを利用することが現状把握や意思決定に必要な
データを抽出できるとは限らないと述べている。日本トイザらス株式会社では、ERP パッケ
ージのベンダとは異なるベンダが開発した BI ツールを用いている。このような企業は日本
トイザらス株式会社だけではない。図表 9 を見る限り、EPM ないし BI ツールの使用に際し、
ERP パッケージと連携させることなく、自社で独自開発したシステムと連携させたり、
Software as a service（以下 SaaS と略称8）などを通して外部と連携することで、BI ツール
を利用しているようだ。ここで SaaS とは、ソフトウェアの機能のうち、ユーザが必要とす
るものだけをサービスとして配布し利用できるようにしたソフトウェアの配布形態をいう。
サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。ユーザは必要な機能のみを必要なときに利用でき、
利用する機能に応じた分のみ料金を支払う。必要な機能をユーザがダウンロードし、自身の
端末にインストールする形態のものと、サーバ上で動作するソフトウェアの機能をネットワ
ークを介してオンラインで利用する形態がある。近年では後者の形態が多くなっている。こ
れに関しては第 7 章において詳述する。石橋氏によれば、このように ERP パッケージと連
動させない、ないし、連動させても ERP パッケージのベンダが開発した BI ツールを使わな
い理由は 2 つある。一つは、ERP パッケージのベンダが作成した BI ツールは ERP パッケ
ージのベンダとは異なるベンダが開発した BI ツールに比べ非常に高価である、という点で
ある。そしてもう一つは、ERP パッケージと BI ツールを連携させたとしても、必ずしもほ
しいデータが出てくるわけではないという点である。前者に関しては特に述べることはない
が、後者に関しては非常に重要な問題ではなかろうか。BI ツールのベンダ自体も多数あるこ
とから、企業はいちいち相互比較して運用テストを行うような経済的・時間的な余裕はない
と考えられる。そうであるならば、資金的余裕があればコンサルタントを雇ってコンサルタ
ントが示したソフトウェアに絞って導入計画を立て実行できると考えられるが、資金的余裕
がない場合は、あらかじめ自社の評価軸にそって決め打ちしたソフトウェアの中から選択し
て導入を行っていると考えられるので、実際に導入しても思っていたような効果が発揮され
ず、ほしい情報が手に入らないと嘆く状態が起こっているのではないだろうか。 
                                                   
8 SaaS 
http://e-words.jp/w/SaaS.html 
2011 年 1 月 6 日アクセス 
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日本トイザらス株式会社では、BI ツールは自社でカスタマイズし易いものを利用している
ため、行動を起こす際に必要な最適情報のみを抽出できるので、うまく機能していると考え
ているようだ。大手 ERP パッケージベンダが開発した BI ツールはカスタマイズできないも
のもあり、実装された分析ツールの中でしか分析手法が選べないため、本当に必要な情報、
知りたい情報が出てこないという現状があるように考えられる。 
一方で、筆者は 2010 年 11 月 19 日に製薬業を営む B 社に対しヒアリング行った。それに
よると、B 社は 2003 年に外部コンサルタントとともに予算、財務系に関して大手 ERP パッ
ケージの導入をおよそ 50 億円かけて行った。そして、導入した ERP パッケージのベンダが
作製した BI ツールを購入し使用したが、うまく使えていないと述べている。BI ツールを用
いて KPI としている ROI や EVA を計算して出しているが、BI ツール導入前に使用してい
た表計算ソフトで計算するほうが、結局は必要な情報が早く出てくることのほうが多い。こ
のような現状からまさにこの導入したツールをどうやってうまく使用するかが月に 1 回行わ
れる執行役会の課題にのぼるということであった。ただし、決算や経費精算、の財務会計や
経理事務では有効に活用おり、管理会計では原価計算で有効活用しています。内部統制上も
権限によるアクセス管理が容易であるのでメリットがないわけではなく、あくまで EVA な
どの経営管理指標と、経営の意思決定の際での直接的な利用であるようだ。このように ERP
パッケージおよび BI ツールの導入・使用が必ずしもうまくいっているわけではない企業も
ある。その原因は、組織的な要因ではなく、BI ツールそのものにあるようである。 
また、2010 年 12 月 3 日に東証一部上場企業の製造業を営む C 社に対しヒアリング調査を
行った。同社は、ERP パッケージを導入していない。その代わりに、自社の各部門が最も効
率的に作業しやすいシステムを独自に開発し、運用している。具体的には、ホストコンピュ
ータと呼ばれる場所に受注・在庫・債権・社員への給与、その他会社内のあらゆる情報が集
められる。このホストコンピュータに、基幹システムと呼ばれる各部門での業務を行う為に
実際に使用されているシステムで部門ごとの活動が集められる。例えば、注文を管理するシ
ステム、出荷を管理するシステム、債権を管理するシステムなどである。ERP パッケージの
各モジュールと同じような仕組みである。しかし、ホストコンピュータの情報の基となる各
基幹システムは「１つの大きなシステムの各機能」ではなく、「それぞれの業務の為に特化
したシステム」である。そして、各基幹システムで処理された情報が全社のものとして、ホ
ストコンピュータ上で更新されることで、全社情報が集約される仕組みとなっている。これ
らのシステムは単一のパッケージソフトあるいはそのカスタマイズを使用しているという類
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のものでは無く、システムを扱う関連会社によって各業務や事業部レベルで開発されている
というものが大半である。その典型的な理由は、業務に関連する情報にこの会社特有のもの
が多すぎて、パッケージソフトを使えないこと、事業部別経営を行っているので、システム
投資を含め、各事業部単位で意思決定を行っており、各事業部でのシステムに関する意思決
定の内容が違うこと、元々他社だった企業も多く、それらのシステムを経済的な理由も含め
て容易には変えられないこと、という点である。C社の場合、日本国内および海外企業を積
極的に買収しグローバルに活動しているため、企業ごとにシステムも異なれば、国ごとに法
律、会計基準などが異なるため、パッケージソフトを利用してシステムを統合化するという
ことは現実的に限りなく不可能に近い状態になっているのである。しかし、システムを独自
開発しているゆえに、組織形態に合わせて自由にカスタマイズできる点がその状況を打破し
ている。ERP パッケージは導入していないが、ERP システムの思想に近いシステムを独自に組
み上げることで、ERP パッケージが提供する効果に近いものを享受しているのである。C 社は
従業員管理に当たり独自の評価基準を設けているため、その評価基準を達成しているかどう
かを随時見ることができるようなシステム構成になっており、各自に割り当てられた財務指
標を自ら知ることで、能動的に修正行動をとれるのである。具体的には、基幹システムのサ
ブシステムというような位置づけである納期管理をするシステムの中に、各人が月別の目標
額を月初に入力し、一方で必要に応じて作業日までの売上額の確認をしていくといった具合
である。これらの行動は現場レベルのみならず、経営層レベルも基本的にはホストコンピュ
ータの情報ないし、各基幹システムからの情報を基に管理をしている。経営意思決定をサポ
ートするような情報は、経営者層はほしい情報を経営企画室に指示することで彼らがシステ
ムから抽出して加工し、経営者層に提供している。その際に外部から購入した BI ツールを使
うこともあるようであるが、よほど大規模なものでない限り、通常の表計算ソフトやデータ
ベースソフトを用いる場合が多いようである。C 社のように ERP パッケージや BI ツールを日
常業務の中で利用していない企業でも、その組織構造や業績管理手法に合わせてシステムを
組み上げることで、図表 20 に示すような経営管理が効果的かつ効率的に循環することを示す
環をうまくまわすことができているのではないだろうか。 
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図表 20 経営管理の基本要件（ベリングポイント,2005,p.13） 
 
 
 このような情報システムを利用することで、Simons が提唱するようなマネジメント・コ
ントロール・システムの役割を補助できるのではないだろうか。そして、その具体的な発現
としては、対話型統制システムにあると考える。対話型統制システムとは、「マネジャー自身
が部下の決断に関与するための情報システム」をいう（Simons,2003,p.271）。BI ツールを
利用して作成された財務指標に基づいてなされた意思決定が果たして本当に適切であると言
えるのか、マネジャー（経営者）が部下に問いかけることで、マネジャー（経営者）が何を
どう考えているのか、何を目指しているのかを部下、ひいては組織全体に伝えることができ
るのだ。これにより、マネジメント・コントロールが目指している「目標整合性」が保たれ
るのである。すなわち、全社目標と部分（個人）目標とは異なるが、部分（個人）目標は全
社目標を達成するために必要な構成要素となっており、部分（個人）目標の達成が全体目標
の達成につながる仕組みとなっているのである。 
しかしながら、組織の規模が大きくなるにつれ、一般的にマネジャー（経営者）と部下と
の距離が大きくなり、マネジャー（経営者）は部下からの情報を集めることに時間がかかる
ようになり、現場で何が起こっているかを把握することが難しくなりやすい。そこで、BI
ツールを用いることにより、マネジャー（経営者）は企業全体の目標値やそれと整合性のと
効率・迅速な
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れた各部署の目標値と、個人に割り当てられた目標値を、BI ツールを使うことでほぼリアル
タイムに把握することができる。対話型統制システムを採用しているマネジャーは、規則的
に部下に介入するため、ディベートなどを通したルーティーン以外での情報収集が可能とな
る。このように、BI ツールは対話型統制システムと極めて親和性が高い情報システムである
と考えられ、有効に活用することで、マネジャー（経営者）、部下の双方にとって有用なもの
になると考える。 
ただし、過度な対話型統制システムはコミュニケーションが増えることにより業務に支障
をきたすことも考えられるし、経営者が自分にとって都合のいいようにしか意見をしないと
いった暴走にもつながりかねず、従業員のモチベーション低下につながる虞もある。したが
って、企業ごとにどの程度まで取り入れるかということは異なってくると考えられる。 
 さらに、筆者は 2010 年 12 月 4 日、滋賀県を中心に DIY 事業を展開するホームセンター
の D 社にヒアリング調査を行った。D 社は ERP パッケージおよび BI ツールを導入してい
ない。しかし、BI ツールに近いソフトウェアを使用している。D 社は各地域店舗の上に本部
を置いており、本部の中に、マーケティング部、人事部、財務部などを置いた組織形態を採
用している。本部には日々各店舗からの売上日報が報告され、各店舗で何がどの程度販売さ
れたかを把握し、過年度の商品販売状況などを考慮して、各店舗に特定の商品の発注を行う。
その際に BI ツールに近いソフトウェアを使用しているとのことであった。D 社の各店舗の
売場責任者（園芸、建材、日用品など）は、各自が管理する売場の収益責任を負っている。
各売場責任者は日別で本部から上がってくる売上日報や過年度の販売状況などをもとに商品
の発注を行っている。ところが、本部で発注を行う商品に関しては、全店舗一括で行うので、
ある店舗ではある商品が不足することがあり、またある店舗では商品が過剰に倉庫に積まれ
るという現象が起こるということだった。このようなことは通常考えられないが、これには
地域特性が関係しているようである。滋賀県はその中心に琵琶湖という日本最大の湖を配し、
そこから北の地方を湖北、南の地方を湖南と一般的に呼ぶ。そして、湖北地方は農業を中心
とした家庭が多く、田植えの時期の 5 月や刈入れ時期の 9 月には農業製品がよく売れる。そ
して、近畿地方有数の豪雪地帯であるため、冬季は除雪用品がよく売れる。また、お盆やお
正月の季節は県外へ出ている人たちが帰省するため、それに合わせて客層が変わる。一方湖
南地方は、京阪神地区のベッドタウンが多く、Proctor&Gamble, 日本コカ・コーラ, IBM, 
東レなど世界有数の企業の工場が多数存在しており、湖北地方と比べて、産業形態や所得に
差がある。またお盆やお正月は U ターン帰省する人も多い。このような状況にもかかわらず、
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本部では地域特性を無視して全店舗をひとくくりにした発注作業が行われているため、上述
した問題が起こると考えられる。しかし、D 社はオーナー企業であるため、組織内部の意見
が経営者層に届くことは尐なく、届いたとしても昇進に響くといわれており、なかなか改善
案が出てこない。このように、BI ツールに似た商品管理および販売予測をするツールを利用
していながら、その組織風土によって活かし切れていないといったケースもある。 
では、このようなユーザ側の状況がある中で、ベンダ側や、導入を支援するコンサルタン
トの認識はどうなっているのであろうか。筆者は ERP パッケージで業界シェア第 1 位であ
る SAP の BI 関係で 10 年近く仕事をされ、営業やインストラクターも担当された非常に経
験の深い従業員の方に対し、2010 年 11 月 2 日に質問調査票を送付した。そして、そのうち
2 名の方から回答をいただいた。回答によれば、企業によっては、データの不正利用を防ぐ
ために、分析をする際は別のブースに ID カードで入り、また、誰がどの端末を利用したの
かというログを残す仕組みをとっているところもある。BI ツールは一般的に管理者によって
事前に割り当てられた権限と責任の範囲内のデータしか扱うことはできないが、役職や部門
ごとに見るべきデータは当然異なるので、職務上基本的に問題は発生しない。また、BI ツー
ルを導入したからには使用することを強く奨めている企業は多いはずであり、義務化とまで
はいかないが、使用して意思決定をする企業は 8 割程度であると認識している、とのことで
あった。 
 これに対し、Accenture にて ERP パッケージおよび BI ツールの導入支援を経験されたコ
ンサルタントの話によると、BI ツールを使って算出したデータを用いて意思決定をした結果
損失が発生したとしても、それは BI ツールの利用に対する責任ではなく、意思決定の誤り
に対する責任であるため、経営者層がBI ツールを使いたがらないということにはならない、
ということであった。 
 これらベンダおよびコンサルタントなど企業外部の意見も踏まえて推察すると、企業内で
BI ツールがうまく機能していない、ないし使えないといった問題は、BI ツールそのものに
あると考えられる。企業内に蓄積された情報を望ましい形で抽出できないといった現象は、
ユーザ側とベンダ側の間での要件設定のミスマッチといった事前段階で起こる現象に目をつ
むれば、組織構造上 BI ツールの使用を阻害する要因は見受けられない。 
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第二節 利用者の能力の問題 
 
 では、利用者の能力から BI ツールが使えないといったことはないのであろうか。この問
題に対しても SAP の従業員および Accenture のコンサルタントに加え、アビームコンサル
ティングのコンサルタントの意見も踏まえて検証する。まず、SAP の従業員の方からの回答
によると、企業における BI ツールの利用者は経営者層、ミドルマネジメント層、一般従業
員すべてにわたる。それは、BI ツールを利用して作成されたレポーティングが、すべての従
業員に行き渡るからであり、抽出や加工作業を行うのは実質的に一部の人間に限られるよう
である。また、抽出や加工作業に当たり、必要に応じて使いこなすための技術的なトレーニ
ングは行うが、意思決定をするにあたってどんなデータが必要かといった管理会計の観点の
トレーニングは通常行わないということであった。この意見を踏まえると、経営者に BI ツ
ールから出てきた情報を適切に判断でき最適な行動に移れるだけの管理会計能力が必要にな
るが、Accenture のコンサルタントによれば、管理会計能力がない経営者など見たことはな
く、仮に存在したとしても、周りの役員や専門家に相談するはずであるから、BI ツールを用
いて誤った意思決定が行われる可能性は低い、とのことであった。一方で、アビームコンサ
ルティングのコンサルタントは、経営者の 50 歳代後半や 60 歳代の経営者の中には、自ら
BI ツールを使いたがる人はおらず、このような情報が知りたいと思ったとしてもその情報が
実際に抽出可能かどうかをいちいち経営企画室などに確認しなければならず、だんだんと使
用頻度が落ちていくと述べている。では、経営者自らが情報システムを活用する必要がある
だろうか。経営者の主要な業務は、企業の経営戦略を策定し、それに沿った組織体制作りや、
業務プロセスの変換などである。そのために BI ツールを自ら使って必要な情報を抽出する
というよりは、信頼できる BI 専門チームに必要なデータの作成を依頼し、その閲覧をもと
に意思決定を下す方がはるかに効率的ではないだろうか。しかし、SAP の塚本氏によると、
「欧米では分析やレポート作成における方法論やツールの標準化が日本よりはるかに進んで
おり、インフォメーションワーカーが Microsoft Office と同じ感覚で全社標準の BI ツールを
活用している例も珍しくない。そもそも、どのようなデータをどのような視点で分析するか
ということは、個に依存した要素を持っているだけに、分析を属人化させないための施策が
徹底され、すべての社員が当たり前のように情報を分析活用する、全社 BI のスタイルが確
立しつつある。またこの影響が企業内で促進されると、ツールの標準化、分析の自動化によ
って、部門ごとに異なるデータの氾濫がなくなり、整合性が担保されることで、管理負担な
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ど無駄なコストの削減することにも大きな効果をあげている」9と述べており、日本企業との
温度差がうかがえる。 
これを裏付けるデータとして図表 21 を見る。 
 
 
 
 
 
 
 
図表 21 では、C レベル・エグゼクティブに対して、誰にとってどのように重要かを 1 か
ら 10 の値（10 は極めて重要）で評価してもらった結果である。それによると、組織全体に
BI/ アナリティクス・ツールの利用を拡大することが極めて重要であることが分かる。尐数
の担当者グループから大半のマネジャーとエグゼクティブにも拡大することが優先事項にな
っています。まさに欧米では担当者レベルで使い倒されている状態がわかり、この動きはや
がて組織内の従業員全体へ還流するものと考える。 
欧米企業が必ずしも正しいというわけではないが、経営者自らが率先して BI ツールを含
                                                   
9SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/campaigns/2010/bi_success/expert2.epx 
2010 年 11 月 3 日アクセス 
図表 21 BI/アナリティクスの拡大（：BusinessWeek Research Services、「Wave VIII: Tighter 
Embrace of IT」,2006,一部加筆修正） 
2006 年 4 月） 
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めた IT 全般を使いこなすことで、尐なくとも組織に BI ツールおよび IT の使用を促進させ
る風土が生まれるのではないだろうか。日本企業にも従業員に BI ツール活用を根付かせよ
うと取り組む企業もある。先述したシャープは、経営者層に日々の意思決定に必要な情報を
グラフィカルに表示するエグゼクティブ・コクピットを構築した。従来の書類と会議を通じ
た情報共有では、情報の「鮮度」が落ちてしまうことがあり、共有できた時にはすでに意思
決定のタイミングを逸しているということがあった。そこで、事業部門が個別に蓄積してい
る情報を経営戦略資産として鮮度の高いまま昇華させるために、このような仕組みを取り入
れている。具体的には、情報のサイクルと鮮度を高め、経営者層が常に全社の状況をモニタ
リング可能にするために、モニターに必要な指数を自動で表示させたり、その結果によって
経営者層からダイレクトに部門へ指示が飛ぶといった仕組みを整えている。そして、シャー
プではこのエグゼクティブ・コックピットをフラッグシップに、マネジメント層やオペレー
ション層などの下位の階層にも BI 活用を推進しようとしている。10ただし、このようなシス
テムが、石橋氏の言うような、売上の向上や費用の削減につながっているのかについては検
証の必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
10 SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/campaign/2010/bi_business_expert8.epx 
2010 年 11 月 3 日アクセス 
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第六章 解決策の提示 
 
第 5 章では、マネジメント・コントロール・システム（組織構造）の問題および利用者の
能力の問題についての仮説検証を行った。その結果、マネジメント・コントロール・システ
ム（組織構造）の問題に関しては、職能別組織が必ずしも ERP パッケージの導入や BI ツー
ルの利用に際してふさわしくないといったことはないように思われた。そして、官僚的な組
織風土が残っている企業においては、正しい運用方法をとることすらできていないといった
こともあった。一方、利用者の能力の問題に関しては、利用に関する技術的なサポートは通
常行っているが、分析結果を用いた意思決定に対するデータの利用方法といった点には通常
サポートを行っていないという点が見て取れた。また、日本企業の経営者は欧米企業の経営
者に比べまだまだ BI ツールを自ら利用するということはしておらず、それが組織構成員全
体にもあてはまるという構図も明らかになった。 
そこで、本章では第 5 章で検証した仮説に基づいて、それぞれの問題に対して企業がとる
べき修正行動を提示していく。 
 
第一項 マネジメント・コントロール・システム（組織構造）の問題に関して 
 
まず、ERP パッケージの導入に際して、導入以前の組織形態が ERP パッケージ導入の阻
害要因になることはおそらくない。しかし、ERP パッケージはベストプラクティスであるた
め、ERP パッケージがベンダ側の想定通り正しく機能するために、導入企業の業務プロセス
を変革（BPR）する必要がある。そうしなければ、尐なくとも当初見込んでいたような効果
を会得することは難しくなるからである。そして、ERP パッケージの導入に合わせて BI ツ
ールの利用を想定している場合は、BI ツールを利用するうえで欠かせない DWH や ETL ソ
フトないしこれらに類似する仕組みを保有し、それらが有効に機能する仕組みを事前に構築
しておくことも肝要である。しかし、B 社のようにすでに組織が大規模化しすぎているよう
な企業や、自社で独自に作成したシステムを利用している企業にとっては、導入に際して時
間的・経済的負担が大きいため、不可能ではないが実質的に導入は困難と言わざるを得ない。
したがって、ERP パッケージを導入するのであれば、組織が巨大化する前が望ましいと考え
る。しかし、BI ツールは DWH からデータを抽出、加工しレポ―ティングするツールである
ため、組織が巨大化したとしても、ERP パッケージに比べ導入にかかる時間的・経済的負担
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は小さい。導入する BI ツールと自社内のデータを抽出する仕組みを同期させることさえで
きれば、あとはどのようなデータの形で誰にレポ―ティングをどのような頻度で行うかとい
ったことを要件設定していくだけだからである。また、C 社のように、官僚的な組織風土が
残っている企業においては、まずはそのような組織風土を醸成することが自社にとってどの
ようなデメリットを生み出しているかを金銭換算することによって算出するべきである。金
額と言う言い逃れできない共通認識があれば、是正行動は嫌でも起こりうる。その際、是正
行動が空回りしないように、そして、既存の組織風土を打破するために新たなリーダーを養
成し、その人物に全権委任して行わせることが、今後も組織が継続して発展していく上で極
めて重要である（三枝,2001）。 
したがって、ERP パッケージおよび BI ツール導入の前段階でこれらのシステムが有効に
機能するために BPR を必ず行う必要があるように考えられる。BPR を行わなければ、利用
者の能力に問題ない限り、想定するような効果を望むことは難しくなってくるであろう。
BPR を行えば、尐なくとも想定されるような効果を生み出す環境の構築ができることになる
のである。 
 
第二項 利用者の能力の問題に関して 
 
利用者の能力の問題において、まず分析結果を用いた意思決定に対するデータの利用方法
といったことにはサポートしないという点に関しては、Accenture のコンサルタントによる
と、あくまで契約に含まれるか否かのオプションであり、そのような要請があれば契約条項
に含んで指導をするということであった。一方ベンダ側も導入後のサポート体制に力を入れ
ている企業と、そうでない企業とは明確に差がある。 
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図表 22 によると、ERP パッケージベンダのサポート力が強いのは、ERP パッケージの日
本市場では中堅に位置するベンダである。それに対し、SAP や Oracle など、国際的な ERP
パッケージベンダにおいてはサポート力があまりないとみなされている。特に SAP は日本
の商習慣に対応しているとは全くみなされておらず、世界標準であるから導入しているにす
ぎないといったことが読み取れる。一方、パッケージベンダと協力し、導入時に作業を行う
SI ベンダの対応に関しては Oracle が高い評価を受けている。これより、導入という段階で
導入企業の既存システムとの連携や、置き換え、商習慣への対応などをシステム面からしっ
かりサポートしているのが Oracle であるといえる。これより、ERP パッケージに関して言
えば、技術的なサポートを積極的に行う、すなわち導入後のサービスに対しても積極的か、
そうでないかがベンダ毎に明確に浮き彫りになっており、導入する企業はそのようなサポー
ト面も考慮する必要がある 
次に BI ツールに関しては、日本企業の経営者は欧米企業の経営者に比べまだまだ BI ツー
ルを自ら利用するということはしておらず、それが組織構成員全体にもあてはまるという点
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図表 22 ERP パッケージの選択理由（ERP 研究推進フォーラム,2010,p.160 一部加工修正） 
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が前章で確認された。この現状を解決するために、まずは経営者自らが率先して使用するこ
とが、組織内部の従業員にも使用を促すことにつながると考える。たとえば、BI ツールの利
用を経営意思決定の際に強制的にする。そして、BI ツールの利用によって企業に利益が生み
出された場合、その結果が BI ツールの利用によってもたらされたという因果関係を持つ、
持たないにかかわらず、利益額に対して一定割合で報酬として還元する。反対に、損失が発
生した場合は、その損失が BI ツールの利用によるかどうかにかかわらず、一定額の報酬を
カットするといった仕組みを作る。このような仕組みにすれば、経営者は自らの報酬がカッ
トされるのを避けるため、そして企業に利益をもたらすために BI ツールを積極的に使うで
あろう。 
しかし、経営者が積極的に BI ツールを利用するようになったとしても、もちろん従業員
が閲覧できるデータはその階級に応じてアクセス権限内のものに制限されるであろう。その
結果として、利用から生まれるものも限定的なものとなるかもしれないが、これは従業員が
BI ツールを積極的に利用し、創発的な戦略を生み出すきっかけにもつなげることができるの
ではないだろうか。すなわち Simons がいうように、対話型統制システムの導入を補助する
ためのツールとして BI ツールの使用を促すのである。現場レベルならではの視点で考えだ
されたアクション・プランは、戦術の変更にとどまらず、時には戦略自体の変更をもたらす
ものになるかもしれない。若くから様々な切り口で情報を分析する力を養ってきた従業員は、
自らがマネジメントの立場に立った時に、今まで BI ツールを使って培ってきた経験をもと
に、より精度の高い判断を行うことができたり、問題発見までの時間を短縮することにもつ
ながると考えられる。現在のような BI ツールの使用を経営者が経営企画室の部下に代理で
行わせるのではなく、自ら行うことこそが重要であるのである。そのためには、多尐のコス
トはかかっても、技術的なサポートをベンダから、またはコンサルティングファームから受
けて、積極的に学び、使用することが肝要である。 
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第七章 結論および今後の方向性 
 
 以上の点から、ERP パッケージの導入に際しては、BPR を同時に行い、自社の業務プロ
セスにとって最も効果的に機能するような組織体制作りをする必要がある。その際に、どの
モジュールを標準化するのか、標準化によってどのような利点を手に入れるのかを明確にし
ながら、導入プロジェクトを行う必要がある。ただし、導入を行う企業は、すでに成長を遂
げ、組織が大規模してしまっている企業ではなく、これからも発展の余地があり、なおかつ
業務フローが部門によって異なるといった企業が、ERP パッケージの導入の恩恵をより大き
く受け、導入も比較的容易に実行できると考える。そして、ERP パッケージを用いることで
蓄積されるデータの中から、自社の戦略目標を達成するために必要なモニタリングとしての
KPI、従業員個人の業績目標としての KPI を提供することで、全社目標の達成に向け、各人
が行動を促す。また、それを支える補助的なシステムとして、BI ツールを機能させる。現状
としては、多くの日本企業の経営者は自ら使うのではなく、経営企画室に対して必要な情報
を抽出・加工して報告するように指示をしている。しかし、欧米企業のように経営者自らが
業務に使用し、従業員も各自の権限に応じて使用することで、自らがアクションを起こすと
いう状態をサポートしている。またそのアクションは、上司との対話によって修正されると
ともに、従業員は BI ツールを使った様々な切り口で分析を行うことで、分析に長け、将来
経営者になった時も自ら問題発見のために行動を起こすことができるようになる。そして上
司は、その対話を通して、現場で何が起きているのかを把握することができ、さらに上の管
理者に対して逐次状況を報告することで、最終的には全社的な戦略を変更したり、戦術の変
更にもつなげることができると考える。そして、この仕組みを促進させる手段として、BI
ツールのベンダやコンサルティングファームは、BI ツール導入の契約時に、BI ツールの利
用が将来利益を生み出すことに貢献するとして、利用教育サービスを契約条項に含めるよう
にすれば、BI ツール利用者にとっても大きな効果をもたらすのではないかと考える。 
 現在は BI ツールを導入するために、既存のシステムや ERP パッケージと連携させる状態
にするために、多くのコストをかけなければならない。先に述べたが、経済的な理由で導入
が阻害されていることも多いと考えられる。そこで、富士通は自社のクラウド環境で SAP
の BI ツールを提供するサービスを 2010 年 5 月より開始した。SAP は、2006 年より北米で
ビジネス・インテリジェンスのオンデマンドサービスを提供し、2010 年 4 月現在 26 万人に
利用されている。富士通と SAP は、このオンデマンドサービスの日本語版を共同開発を行
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った。11このシステムの大きな特徴は自社内の基幹システムや部門システムに格納された情
報を富士通のクラウド12上にのせ、その中で SAP の BI ツールを利用するという点にある。
すなわち、自社で BI ツールを保有する必要がなく、今まで必要であった DWH や ETL ソフ
トが必要でなくなり、富士通によれば最短で申し込みの翌日から翌日から利用可能であると
いうことであった。図表 23 は当該サービスの概要を表している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
11 富士通ホームページ 
http://jp.fujitsu.com/solutions/sap/services/biondemand/ 
2011 年 1 月 8 日アクセス 
12 クラウド（コンピューティング）とは、インターネット上の“どこか”にあるハードウェアリソ
ース、ソフトウェアリソース、データリソースをユーザがその所在や内部構造を意識することな
く利用できる環境、ないしその利用スタイルを「クラウドコンピューティング」という。 
http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/cloudcomputing.html 
2011 年 1 月 9 日アクセス 
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 このように、ERP パッケージやそれをベースに新たな BI ツールのサービスが日々生まれ
ている。情報システムは絶えず進化を続けるため、利用する企業や組織に属する人間は、有
効にシステムを利用するために常に知識や技術の研鑽を積まなければならない。しかし、ど
れほど業務効率を改善したり、コストを安価に抑えることができると謳われているシステム
であっても、導入する企業の業務プロセスにマッチングしていなかったり、利用する人間の
能力が不足していたのでは、マネジメント・コントロール・システムは有効に機能しない。
自社内 
自社利用中のその
他の SaaS サービ
ス 
BI OnDemand 
基幹システム 
部門システム 
ファイル 
情報活用シーン 
外部情報サービス 
為替相場、天気情報 
原材料相場など 
分析機能 
外出先 
状況把握と問
題点の気づき 
状況の裏付け
調査 
トレンド分析 
自由分析 
多次元分析 
定型レポート 
 
分析データベース 
分析情報格納
フォルダ 
クラウドコンピューティングシステム基盤 
共有 
情報の流れ 
図表 23  SaaS 型 BI サービス「SAP® BusinessObjects™ BI OnDemand」の概念図 （富士通ホ
ームページより一部加筆修正） 
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したがって、何を達成するために導入するかに注力し、その目的にぶれないシステムを導入
し、従業員全員で運用できるようなシステムを構築することがこれから益々重要になってく
ると考える。  
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